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①デジタル
●コロナ禍を契機にあらゆる産業でデジタル化が前提となり、今後、デジタル技術による地域課題解決への活用

やビジネススタイルの変革が求められる一方、将来にわたり、デジタルに関わる人材が不足する見込み
●石川のものづくり産業、ＩＴ産業の集積、高等教育機関の集積という特性を活かし、あらゆる主体が一丸と

なってＤＸを推進し、新たなビジネスモデルの構築やデジタル人材の育成・確保などについて検討

＜今後１０年の主な環境変化＞＜石川県の状況＞

機会

脅威

１０年後に期待する姿何も手を講じない場合

強み

弱み
・あらゆる産業でデジタル化の
遅れ（業種・規模・企業間
で取組レベルにバラつき）

・事業改革や他社連携に
対し経営層の意識が薄い

・ハイレベルなデジタル化を
進めるための実例に乏しく
情報も限られている

・ものづくり産業、情報サービス
産業の集積などの産業特性

・高等教育機関が集積し、
学生が多く、若い世代が
集まりやすい土地柄

・人材・技術・資金の総合支援
（人材育成プログラムなど）

未来予測：
・情報通信技術が発達し、
自動化等によるライフスタイル
の変化、働き方やビジネス
スタイルの変革が進む

・生産年齢人口の減少により、
軽作業の自動化が進む

現在の動向：
・第４次産業革命による
技術革新の加速

・デジタル技術による地域課題
解決、DX推進が政策トレンド、
あらゆる産業でデジタル化が
前提となっていく流れ

未来予測：
・世代間のデジタルデバイド
（情報格差）が深刻化

・デジタルマーケティング等で、
個々の志向が反映された
商品・サービスが増加

（販売手法の多様化）

現在の動向：
・将来にわたりIT人材が不足
（2030年需給ギャップ:

▲16万～▲79万人）

・技術革新、グローバルな競争の
中で、戦略的にDXを進める
他地域・他社との競争激化

・デジタル技術によって買物・医療など生活の利便性が向上し、
需要予測・最適化等による新たなビジネスの創出や、DXに
よるビジネススタイルが変化する

・デジタル化の進展により、デジタル人材の獲得競争が深刻化
・機械、自動車の電動化や、大手プラットフォーマーとの競争
により、変化に対応する企業と対応できない企業に明暗

強み×機会
・ユーザーとベンダーのマッチングに
よる新たなビジネスモデルの構築
・図面や生地のデジタルアーカイブ
・産地間情報共有プラットフォーム

弱み×機会
・先進技術のショーケース化など

工業試験場の支援機能強化

強み×脅威
・企業のニーズに応じた人材育成
・リモートでの専門人材活用
・デジタル化しないことの価値の

明確化

弱み×脅威
・サイバーセキュリティ対策
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■産学官金民の推進体制
大学・産業界と連携した人材育成 （産学官連携）
・ 早稲田大学、コマツと連携したスマートエスイー
通信事業者と連携した技術支援
・ NTTドコモと連携した5G活用支援
ファンドによる研究開発支援（金融機関との協調支援）

デジタル技術開発支援 など

（①デジタル）関連データ

石川県の弱み

石川県の強み

■業種・企業間で取り組みレベルに差異

第１回産業指針検討委員会での主な意見
・企業のニーズ、段階に応じた支援が必要
・小規模事業者は高度なデジタル導入は難しい
・人手不足には自動化を進めることが重要
・DXの推進には経営層の意識改革が必要
・県工試はデジタル支援体制が弱い

企業アンケート結果（デジタル化取組状況）

実施中47.7％
未着手34.9％
未検討17.4％

県民意識調査（利用状況（県全体：複数回答））
・18～49歳では他世代と比べ

高い割合でサービスを利用
・70歳以上では約4割が
サービスを利用せず

第１回 成長戦略会議の主な意見
・ICTを活用した工程の見直しが必要
・行政や産業のデジタルコンテンツを充実し
活用する仕組みが重要

・県民のリテラシーを高めることが必要

機械:67.9％
繊維:37.3％
食品:41.7%
ＩＴ:82.8%

取組の多いもの
電子メール導入 84.6%
オフィスシステム 76.8％
バックオフィス化 52.0％

取組の少ないもの
調査等の効率化 4.0%
EPRの導入 11.7％
データ連携・分析 11.8％

利用の多いもの
情報検索 78.3%
SNS 58.5％
ショッピング 52.1％

利用の少ないもの
在宅勤務・遠隔地会議 11.9％
通信教育・遠隔授業 12.9％
行政手続き 16.2％

■高等教育機関の集積
・ 学校数 20校（R3）

（人口10万人当たり）1.77校（全国１位）
・ 学生数 34,738人(R3）

（人口千人当たり） 30.9人 （全国3位）

※大学・短大・高専

■情報サービス産業の集積
・ 事業所数（人口当たり）H2:13位⇒H30:5位
・ 従業者数（人口当たり）H2:12位⇒H30:7位
・ 売上高 （人口当たり）H2:12位⇒H30:5位

■ものづくり産業の集積
・ 生産用機械 特化係数 2.50
・ 情報通信機器 特化係数 1.70 など

■県民生活では、情報検索・SNS利用など生活面での利用が主、仕事・教育などへの浸透は薄い
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デジタルを取り巻く主な環境変化

（①デジタル）関連データ
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（①デジタル）関連データ

■産業全体として変革する必要性

・DXレポート2.1で示されたように、ユーザー企業とベンダー企業はともに「低位安定」の関係に固定されて
しまっているため、我が国においては、個社単独でのDXが困難な状況にある

・そのため、産業全体での変革が必要であり、目指すべき産業の姿として「デジタル産業」を提示
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（①デジタル）関連データ

■DXを成功させるための方向性
・DX推進の規範的企業への調査結果によると、共通する目指す方向性としては、「既存ビジネスの効率化・
省力化」ではなく、「新規デジタルビジネスの創出」や、既存ビジネスであっても「デジタル技術の導入による
既存ビジネスの付加価値向上(個社の強みの明確化・再定義)」であり、全社的な収益向上の達成を目的
としている
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（①デジタル）関連データ

■IT人材の不足

（出典）経済産業省「IT 人材需給に関する調査」

・石川県のIT人材の割合は1.3%で 全国平均2.1％を下回る。
（2016年時点）

IT人材需給に関する主な試算結果では
2030年には16～79万人が不足する
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（①デジタル）関連データ
■デジタル化で変わる生活・働き方

▶情報通信端末の普及(世帯の保有状況)
【スマートフォン 】 H23 29.3%▶R3 88.6%(3.0倍)
【タブレット端末】 H23 8.5%▶R3 39.4%(4.6倍)

出典：総務省「通信利用動向調査」

▶医療分野

▶観光分野
・デジタルサイネージによる情報発信
・観光アプリによる混雑回避・人流分散による消費拡大
・顧客予約管理システム、チェックインシステム など

出典：観光庁「第1回 観光DX推進のあり方に関する検討会」

▶テレワーク実施率 すべての業種で年々増加傾向
【実施率高】 情報通信76%、電気・ガス・水道46%、製造業41%
【実施率低】 保育10%、医療・福祉12%、農林漁業13%

出典：内閣府「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下
における生活意識・行動の変化に関する調査」

▶防災分野

目視点検が困難な場所での
ドローンを活用した点検 など

▶農林水産分野

スマート農業、スマート林業等による生産性向上、収益性向上の取組

ドローン・
ICTハーベスタ
操作研修

農業ブルドーザを活用した
水稲生産コスト4割削減

▶教育分野（GIGAスクール構想による教育ICT環境整備）

児童生徒1人1台端末と大容量通信
ネットワークの整備（R2～R3）
⇒児童生徒(小学生・中学生)の8割以上が

ICT機器を使っての勉強に好意的

出典:石川県教委「R4基礎学力調査」

▶福祉分野
・介護施設へのICT・IoT導入支援（R1～）
・石川県内のICT・IoT導入率 71.4％

（152／213施設）

▶公共交通、自動運転、物流
・MaaSアプリ「NoluDay」（加賀市）
・AIデマンド交通「チョイソコ金沢」（金沢市）
・自動運転の実証（珠洲市・金沢大学）
・自動運転バス、
ドローン物流の実証（小松市）など

・AI問診、オンライン診療・相談などの取組（小松市、能美市など）
・デジタル田園健康特区（加賀市）

▶５G人口カバー率（2022.3月末）
全 国 93.2％ 石川県 92.3％

出典：総務省報道資料

▶キャッシュレス決済（全国）の広がり

出典：経済産業省報道資料

クレジット
デビット
電子マネー
コード決済
計

2015年
16.5%
0.14%
1.5%

-
18.2%

2020年
25.8%
0.75%
2.1%
1.1%

29.7%

▶

▶
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②グリーン
●2015年パリ協定を機に脱炭素化への機運が高まり、日本でも2050年のカーボンニュートラルの実現に

向け、カーボンプライシング導入やグリーン分野の成長に向けた投資など、制約と成長の両面での対策が進む
●県では、2022年を「いしかわカーボンニュートラル推進元年」と位置づけ、あらゆる主体が取組を進めること

としており、県内企業のグリーン分野への成長市場への参入や持続可能な事業基盤の構築などを検討

＜今後１０年の主な環境変化＞＜石川県の状況＞

機会

脅威

強み

弱み
・事業者の半数が
カーボンニュートラルに関する
取組予定なしと回答

（知識・認識不足が課題）

・小規模・中小企業が多く、
「環境に優しいが高価格」 は

効果が見えないと取り組めない

・ICCや東大先端研、産総研等
産学官連携の研究支援体制

・石川県は、2022年を「いしかわ
カーボンニュートラル推進元年」
と位置づけ、あらゆる主体での
取組を強化していく流れ

未来予測：
・脱炭素化の流れが加速し、
再エネ供給が確立、資源
循環の取組が拡大、環境
適応型の住居・工場

（ZEH・ZEB）の普及など

現在の動向：
・経産省「グリーン成長戦略」による、
グリーンに関する14の重要分野
への投資集中・市場拡大

・ 2016年パリ協定を機に、国際
社会で脱炭素化が加速。環境
配慮へのニーズの高まり

未来予測：
・温暖化の進行による異常気象、
気候変動などの様々な影響

・中期目標 2030年までに
CO2排出量▲50％達成
その状況によってはさらに厳しい
環境規制の恐れ

現在の動向：
・ 2026年のカーボンプライシング
導入など、企業のCO2排出
コストが増加

・国のカーボンニュートラル宣言に
より、環境配慮は企業イメージ
に直結する時代へ

１０年後に期待する姿何も手を講じない場合
・カーボンニュートラルへの対応を制約ではなく成長の機会として
意識変革、ニーズを捉えた新技術・新製品開発によって新たな
需要を獲得。環境負荷を軽減し、持続可能な産業構造へ

・カーボンニュートラル実現に向けて、さらに厳しい環境への適合
が求められ、対応できない企業は、生産コスト増や売上高の
低下等により、競争力が維持できなくなる

強み×機会
・成長市場参入に向けた新技術
開発(炭素繊維・エネルギー分野)

弱み×機会
・環境配慮ニーズを捉えた

新事業展開
・副産物の県内での資源循環

強み×脅威
・省エネ・再エネなどの設備導入
・国際認証の取得

弱み×脅威
・GXに関する普及啓発・ 助成制度

＜取組例（ブレスト）＞

14



■産学官金の推進体制
国や大学等との連携体制（産学官連携）
・ 東京大学先端科学技術研究センターとの包括連携協定（H24）
・ 金沢工業大学革新複合材料研究開発センター(ICC) (H26～)
・ 産業技術総合研究所「石川サイト」（県工試内）開設 (H28)
・ (独)情報通信研究機構 北陸ICT連携拠点 設置 (H28)

ファンドによる研究開発支援（金融機関との協調支援）
炭素繊維、脱炭素・エネルギー分野の研究開発支援

（②グリーン）関連データ

石川県の弱み

石川県の強み

■県内企業のカーボンニュートラルに関する知識・認識不足（一方で、環境配慮やビジネス展開への意欲も有り）

■県内事業者の省エネ・省資源活動の推進
・いしかわ環境ISO（事業者版、工場・施設版）

県独自の環境マネジメントシステムの登録を拡大
・いしかわエコデザイン賞、エコ・リサイクル製品認定

環境保全に役立つ製品・サービス開発等を促進

第１回産業指針検討委員会での主な意見
・環境基準への適合は、大企業だけでなく、
中小企業も進めなければいけない課題

・グリーンに関する産業は確実に成長する分野
積極投資により雇用を創出すべき

・グリーンなどの成長分野に関する
リスキリング教育を推進すべき

企業アンケート結果 ⇒ いずれの項目も５割以上が取組予定なしと回答

県民意識調査（循環型社会の形成に必要な施策）
・家庭での省エネ・節電、省資源活動の推進 31.2%
・廃棄物の排出抑制や分別排出の徹底、廃棄物の再利用、リサイクルの推進 29.0%
・二酸化炭素の吸収源となる農地や森林の保全 28.4%
・省エネ・省資源など環境に配慮した産業活動の推進やリサイクル産業など
環境ビジネスに対する支援 26.6%

⇒経営者層の世代（50~59歳）では、最も高い回答（31.0%）

第１回 持続可能な社会・成長する
農林水産業づくり部会 の主な意見

・自然、歴史・文化・伝統等の特徴を生かし、
それらと共存したカーボンニュートラルを目指す
その際、多様な主体が連携して取り組む
ことが必要

カーボンニュートラルへの取組状況
CNに配慮した原材料の使用
CNに貢献する製品等の開発
自社のCNに関する取組のPR
製造プロセスのCN化
取引先企業等の要請でのCN化

実施 取組なし
16.7% (55.7%)
10.3% (62.7%)
7.5% (63.6%)
7.2% (69.6%)
3.8% (71.7%)

CNへの課題（多い順）
CNに関する知識の不足
特にない（⇒認識の不足）
具体的な効果・成果が見えない
専門人材がいない
予算の確保が難しい

■再生可能エネルギーに適した地域特性
豊富な水資源 降水量 全国6位（H30～R2:3年間の平均）
豊富な森林資源 森林率 68.3%（全国平均67.2%）全国22位
能登地域を中心に好風況

出典:「石川県再生可能エネルギー推進計画」（R4.2）
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（②グリーン）関連データ

●国際：温暖化対策に関する国際的な枠組み 「パリ協定」採択（１２月）
2015年

・世界の平均気温の上昇を工業化前から２℃未満、できれば1.5℃未満に抑制
・各国が相次ぎ2050年カーボンニュートラルを表明 154か国・1地域（2021年11月現在）

2020年
●日本：2050年カーボンニュートラルの表明（10月）

●グリーン成長戦略の策定（12月）

2050年CNに向け、エネルギー・環境の技術革新（14分野）の将来実装を見据えた戦略

2021年
●日本：2030年度の温室効果ガス排出量46％削減目標の表明（4月）

●第６次エネルギー基本計画

●地球温暖化対策計画

●長期戦略

（10月22日閣議決定）

（2030年の再生可能エネルギーの割合を36～38％とする目標）

（2030年の温室効果ガス排出削減目標26⇒46％に引き上げ）

（パリ協定の長期低排出発展戦略・2050年CN分野別長期ビジョン）

2022年

新たな排出削減目標（2030年度削減目標▲50％（旧目標:▲30％））
⇒達成に向け、県民・事業者などあらゆる主体が温暖化対策に取り組む必要あり

●ふるさと石川の環境を守り育てる条例 改正、石川県環境総合計画 改定

●石川：2050年カーボンニュートラル宣言（9月） 「いしかわカーボンニュートラル元年（2022年）」

●石川県再生可能エネルギー推進計画 改定（第６次エネルギー計画に連動）

・797自治体(43都道府県、754市区町村)がカーボンニュートラルを表明（2022年10月時点） 16

グリーンを取り巻く主な環境変化



（②グリーン）関連データ

■成長が期待される14分野

出典：経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

17



（②グリーン）関連データ

■企業を取り巻く脱炭素の環境

18
出典：経済産業省「クリーンエネルギー戦略 中間整理」



①デジタル

②グリーン

③人材

④研究開発・スタートアップ

⑤販路（国内販路・国際展開）

⑥事業基盤（承継等）

⑦企業誘致

石川県の強み・弱みと今後１０年の主な

環境変化を踏まえた取組例（ブレスト）



③人材
●将来にわたり、生産年齢人口の不足が見込まれる中、コロナ禍で高まった地方移住への関心、テレワーク、

サテライトオフィス、副業・兼業などの新たな働き方が注目されている
●石川の暮らしやすさ・地域の魅力の発信による、学生やUIターン人材の県内就職のさらなる促進や、

高等教育機関と連携したデジタルなど成長分野のリスキリング教育などを検討

＜今後１０年の主な環境変化＞＜石川県の状況＞

機会

脅威

強み

弱み
・人口減少や少子高齢化等に
よる将来にわたる労働力不足

・都市部に比べて、高度な
専門人材が不足

・外国人材の確保困難の声

・高等教育機関への学生は
流入超過、若い世代が集まり
やすい土地柄

・広域交通、自然・文化、
子育て・教育環境など、
全国的に高い評価を得て
いる暮らしやすさ（住環境
の充実・移住先としての魅力）

未来予測：
・デジタル技術を活用した場所や
組織にとらわれない働き方が
定着

・副業・兼業といった複数の仕事
に就き、能力を切り売りする
時代へ

現在の動向：
・コロナ禍を機に、
地方移住への関心の高まり、
新しい働き方が注目

（テレワーク、サテライト
オフィス、副業・兼業など)

・成長分野への労働移動が活発化

未来予測：
・優秀な人材の流動化や、
海外流出のさらなる増加

・雇用のミスマッチが深刻化

・専門人材の獲得競争
が激化

現在の動向：
・過疎化や少子高齢化による、
生産年齢人口の減少、
外国人労働者離れにより、
将来の人材確保に懸念

・DX、GXなど成長分野に関する
専門人材の不足

１０年後に期待する姿何も手を講じない場合
・学生・UIターン人材が石川を第２の故郷として就職先に選ぶ
・デジタル技術の利用や副業・兼業など、働く場や組織にとらわれず、
キャリアやライフスタイルに応じた働き方が定着

・賃金格差、為替変動等により、外国人労働者の確保が困難
・都市部等への人材流出により、人手不足がさらに深刻化
・人口減少、高齢化等によって、職人や小規模事業者が減少

強み×機会
・学生・ＵＩターンの県内就職促進
（県内就職のインセンティブ、
企業と人材の接点拡大、産業
に対する教育、業界イメージ
改善、暮らしやすさの向上・PR）

弱み×機会
・都市部の高度人材、誘致企業
の技術人材の活用（副業など）

強み×脅威
・企業ニーズに対応した

リスキリング

弱み×脅威
女性・高齢者の活躍（介護負担
軽減、子育て環境充実）
外国人の活躍促進（ワーカーの
処遇改善、高度人材の登用）

22

＜取組例（ブレスト）＞



■高等教育機関の集積
・ 学校数 20校（R3）

（人口10万人当たり）1.77校（全国１位）
・ 学生数 34,738人(R3）

（人口千人当たり） 30.9人 （全国3位）
・ 大学進学時の流入・流出率

流入超過 10都府県のうち高い方から6番目
（京都府、東京都、大阪府、宮城県、福岡県

石川県、愛知県、神奈川県、滋賀県、岡山県）

（③人材）関連データ

石川県の弱み

石川県の強み

※大学・短大・高専 ■住みよさ、幸福度など民間調査では高い評価
〔交流基盤〕北陸新幹線、道路ネットワーク、2重要港湾（金沢港・七尾港）、

２空港（のと里山空港・小松空港）
〔文化資源〕日展入選者数、人間国宝 全国1位

伝統工芸品（国・県指定等）36種
食材、器、調理法、部屋の設えなどの伝統的な食文化

〔自然環境〕霊峰白山、世界農業遺産「能登の里山里海」、
多品種少量の特色ある農林水産物

〔生活環境〕女性就業率・保育所の普及率は全国トップクラス
教育環境の充実、ワークライフバランス推進 など

・ 学生の県内就職率
H27.3卒 R4.3卒

県内出身県内大学生 約7.5割 ⇒ 約7.5割 →
県外出身県内大学生 約1.5割 ⇒ 約1.5割 →
県内出身県外大学生 約6.0割 ⇒ 約5.5割 ⤵

・ 石川県の人口推計

総人口
年少人口(0-14) .
生産年齢人口(15-64) 
老年人口（65-74）

(75-)

2020 2030
113万人 ⇒ 107万人 ⤵

14万人 ⇒   12万人 ⤵
65万人 ⇒   60万人 ⤵

166万人 ⇒ 127万人 ⤵
173万人 ⇒ 216万人 ⤴

■人口減少・少子高齢化等により人材確保が困難

・ 雇用のミスマッチ
女性 希望職種1位:事務職(有効求人倍率 約0.5倍）
高齢者 希望職種1位:軽作業(有効求人倍率 約0.4倍）

・有効求人倍率は高い水準
2014.8：1.39倍 ⇒ 2022.8：1.63倍 ⤴

・賃金は2013年以降増加するが全国を下回る
2013            2021

石川県 378.2万円 ⇒ 426.8万円 ⤴
全国平均 431.9万円 ⇒ 456.5万円 ⤴

・ 外国人労働者数（石川労働局・厚生労働省調べ）
石川県 8,599人(2017) ⇒ 10,606人(2021) ⤴
全 国 1,278,670人 (2017) ⇒ 1,727,221人(2021) ⤴
2021年の県内の外国人労働者の内訳は、多い順に、

技能実習生、永住者、大学教授など専門・技術人材、留学生

・伝統産業従事者
5,414人（2017） ⇒ 4,662人（2021）⤵ 23



（③人材）関連データ

第１回石川県成長戦略会議での主な意見
・生涯現役を合言葉に、前期高齢者や元気な高齢者は支える側にならないと超高齢社会は乗り越えられない

・県内の高等教育機関で学ぶ学生に、地元で就職してもらう働きかけ、一定数の就職者を確保した大学に助成するなどを

取り組むべき

・新分野の開拓、新産業の創出、ベンチャー企業の育成などを進めるためには、IT化やＤＸはもとより、人材育成が重要

・高等教育機関の集積をいかしたリカレント教育に取り組むべき

・移住なく、全国の人材を活用する取り組みを行うべき など

県民意識調査結果
・人材確保・育成に必要な施策

育児介護者支援 47%
正規以外の就業形態の拡大 33%
若者の就職支援 33%

18歳未満
育児介護者支援 41%
若者の就職支援 41%
出産・育児後の女性の
再就職支援 37％

若い世代(18～39歳)
育児介護者支援 57%
残業縮減の取組 36%
出産・育児後の女性の
再就職支援 33％

18歳未満
趣味とつながる 45%
経験を活かす 42%
収入 37%

若い世代(18～39歳)
(全体集計と同じ傾向)

24

・仕事の継続以降
65歳以降も仕事の継続意向 75%

・仕事を選ぶ際に重視する条件
自分の経験を活かす 45%
仕事の時間が長くない 39％
収入 33%



（③人材）関連データ

第１回産業指針検討委員会での主な意見
・学生の県内就職やUIターンの促進、インターンシップの充実
・デジタル、グリーンなど成長分野に関するリカレント・リスキリング教育の推進
・企業内の職業訓練だけではなく、産学官金民が連携して地域で人材を育成・活用するエコシステムの構築が今後の課題
・県外からの移住・就業のためには子育てしやすい環境が必要、出産後も働きやすい環境
・外国人実習生の活用を拡大したいが低賃金では集まりにくい状況
・伝統工芸の職人をいかに育成していくか課題
・成長戦略によって好循環を生み賃金向上につながる仕組みが重要 など

企業アンケート結果 ⇒ 全体の３割が人材確保に苦慮（非正規・外国人人材等で対応）
・採用状況

順調でない、あまり順調でない 38.8%
採用していない 31.6%
順調である、まあ順調である 29.6%

人材確保への対応（主な特徴）
（全 体）アルバイト・パート採用で対応
（機 械）派遣労働者受入・外国人人材受入
（繊 維）従業員多能工化・外国人材受入
（その他）アルバイト・パート採用で対応

人材確保・育成への主な課題
新卒採用 業界全体のイメージ、企業PR力の向上
中途採用 専門的な技能を有する人材の確保
人材育成 若手社員のモチベーション向上、

マネージャー育成

25

・多様な働き方への対策
特に対策していない 28.8%
業務内容への配慮 24.1％
教育・研修の充実 24.1%
勤務時間への配慮 23.2%
テレワークの導入 23.1%    など

・今後５年程度を展望して重点的に取り組みたいこと
人材の育成・確保 50.6％
国内における販路開拓 37.2％
財務体質の強化 30.4％
仕入・製造・物流コスト削減 27.2％
新製品・新技術開発 25.0％ など



（③人材）関連データ

出典：経済産業省「スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会」

テレワーク実施率 すべての業種で年々増加傾向
【実施率が高い】 情報通信76%、電気・ガス・水道46%、製造業41%
【実施率が低い】 保育10%、医療・福祉12%、農林漁業13%

地方移住への関心の高まり（東京圏）
全年齢 33.2%(2019.12)⇒34.2％(2022.6) ⤴
20歳代 32.1%(2019.12)⇒45.2%(2022.6) ⤴

出典：内閣府「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

■コロナ禍での働き方の変化が生み出す地域との新たな関わり方

26

人材を取り巻く主な環境変化



①デジタル

②グリーン

③人材

④研究開発・スタートアップ

⑤販路（国内販路・国際展開）

⑥事業基盤（承継等）

⑦企業誘致

石川県の強み・弱みと今後１０年の主な

環境変化を踏まえた取組例（ブレスト）



④研究開発・スタートアップ
●政府の「新しい資本主義」において、今後、「科学技術・イノベーション」、「スタートアップ」への投資を重点化

するとされており、大学ファンドの創設やスタートアップ支援強化など、官民一体で取り組んでいくとしている
●県では、豊かな地域資源や産学官金の支援体制はあるが、まだまだ伸びしろがあり、シーズとニーズのマッチ

ングや国支援を積極的に活用したイノベーションの促進、スタートアップの発掘・成長支援などを検討

＜今後１０年の主な環境変化＞＜石川県の状況＞

機会

脅威

強み

弱み
・産学官連携の個社の取組は
あるが、全体では意識が低い

・都市圏に比べると高度専門
人材の確保が困難

・高等教育機関の集積に比べ、
大学発ベンチャーが少ない

・県内にスタートアップを創出
するエコシステムがない

・農林水産物、質の高い文化、
交流基盤、自然、観光資源等
豊富な地域資源を持つ

・ものづくり企業・高等教育機関
の集積、産学連携体制、全国
最大規模のファンドなど
きめ細かな支援体制

未来予測：
・デジタル、グリーンなど

成長分野への投資が拡大

・スタートアップを含むオープン

イノベーションの活性化により、

さらなる技術革新が進む

現在の動向：
・大学ファンドによる大学の研究・

オープンイノベーションの加速など、

研究開発への国支援の充実

・2022「スタートアップ元年」として

国のスタートアップ支援強化の

政策トレンド

未来予測：
・スタートアップの増加スピードの
差など、イノベーションの遅れに
よって日本・石川の技術力
(競争力） が低下

・世界中で高齢化・労働力不足
が進展し、世界的に専門人材
の獲得競争が激化

現在の動向：
・顧客ニーズ・消費動向の多様化、

・社会環境の変化、技術革新により

研究から社会実装までの短期化

・成長産業やスタートアップなどに

関わる人材が都市部へ流出

・GAFAMをはじめ、新興企業が

米国の成長を牽引、革新的な
製品・サービスが社会を変革

１０年後に期待する姿何も手を講じない場合
・県内の中堅企業が新技術・新製品開発によって成長軌道に乗り、

地場産業を牽引、スタートアップ創出による新陳代謝、オープン
イノベーションが活性化し、県内産業が重層的に発展

・顧客ニーズへの対応や、自前主義・短期主義からの脱却の遅れに
より、研究投資を事業化・企業収益につなげられず、かつ、県外の
スタートアップの成長により、本県産業の競争力が低下

強み×機会
・シーズとニーズのマッチング
・国事業の積極的な活用
・近隣県の工業試験場での

設備等の相互利用

弱み×機会
・スタートアップの発掘（大学発、

県外からの誘致）や成長を
促す仕組み（エコシステム）

・スピンアウトベンチャーへの
インセンティブ

・実験・実証の場の確保

強み×脅威
・地域の強みを活かした新たな
技術・製品・サービスの開発

弱み×脅威
・産学官金民連携による支援
・高度専門人材の活用・確保

30

＜取組例（ブレスト）＞



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

石川県の強み

■豊富な地域産業資源
・「百万石の極み」をはじめとする特色ある農林水産資源 ・質の高い文化資源

日本伝統工芸展入選者数（人口100万人あたり） 53.0人 （1位）

人間国宝（人口100万人あたり） 7.95人 （1位）

重要伝統的建造物群保存地区数 ８地区 （1位）

日展入選者数（人口100万人あたり） 57.4人 （1位）

国指定伝統工芸士数 375名 （1位）

国指定伝統的工芸品数 10品目 （6位）

※国指定・県指定等合わせて36種の伝統的工芸品

・充実した陸海空の交流基盤

・霊峰白山、能登の里山里海などの豊かな自然、
金沢城公園・兼六園や全国有数の温泉地などの観光資源

・ものづくり産業の集積、高等教育機関の集積、
国研究機関等の立地など産学官の連携体制（再掲）2024年春 北陸新幹線敦賀開業

（県内全線開業）
将来 大阪まで延伸 31



石川県の弱み

（④研究開発・スタートアップ）関連データ

■県内の知的財産権の活用は全国に比べて低く
専門家である弁理士も都市部に偏在

企業アンケート結果
（今後5年程度を展望して重点的に取り組みたいこと）
・産学連携 4.6% 下から5番目
・知的財産権の取得・管理の強化

4.2％ 下から4番目

（研究開発）

■個社では産学官連携の取り組みはあるが、
全体では意識は低い

・金沢大学、北陸先端科学技術大学院大学、
金沢工業大学など高等教育機関において、
それぞれ産学官連携の取り組みを実施

・一方で、県への研究開発に関する相談は減少傾向
（2012年 10,678件 ⇒ 2021年 6,937件）、
産学官連携に意欲的な企業は4.6％と少ない

特許 0.25％（全国0.32）全国13位
意匠 0.06％（全国0.09）全国20位
商標 0.54％（全国1.02）全国21位

■都市部と比べて、地方には高度専門人材が少なく、
副業・兼業などの労働移動の流動化が進んでいない

・副業・兼業を認める事業所
石川 15.1％（2021年）
全国 53.1％（2020年）

・副業を行っていない理由
関心があるが行っていない 52.4％
⇒適当な副業が見つからない 42.0％がトップ

出典：特許行政年次報告書2022年版

（％）

2021年

【都道府県別弁理士登録人数の割合】

石川県0.1％
（19人）

都市部で
約8割を占める

11,696人
（2021年）

【中小企業社数に対する
特許、意匠、商標出願の割合】

弁理士 全国 11,696人
石川 19人（0.1％）

出典：R3石川県「賃金等労働条件実態調査結果報告書」
R4経団連「副業・兼業に関するアンケ―ト調査結果」
R4内閣府「第５回 新型コロナウイルス感染症の影響下における 生活意識・行動の変化に関する調査」

一方で、都市部の働き手側は副業・兼業への関心が
高く、課題は企業側とのマッチング
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（④研究開発・スタートアップ）関連データ

■高等教育機関、学生数は全国トップクラス
大学発のベンチャー企業が少ない

・学生千人あたり大学発ベンチャーの割合
5.5％（スタートアップ19社/学生数35千人）全国35位

企業アンケート結果
（石川県に立地するデメリット） 上位3位

・人材が集まらない 33.5％
・競争相手が多く、競争が激しい 15.9%
・先端的な技術や情報に接する
機会が限られる 12.8%
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（スタートアップ）

・ 高等教育機関数 20校（R3）
（人口10万人当たり）1.77校（全国１位）

・ 学生数 34,738人(R3）
（人口千人当たり） 30.9人 （全国3位）

■コワーキングスペース数
全国1,379拠点/石川7拠点（2021.2時点）
全都道府県で5番目に少ない水準

■県全体でのエコシステムが構築されていない

（起業支援・支援）
・ISICOの起業セミナー、相談窓口のほか、
市町や金融機関等でも起業支援が行われているが、
うまく連携がされていない

（コンテスト）
・県のスタートアップビジネスプランコンテストへの応募は
増加傾向だが、大学や民間においても、それぞれ
コンテストを実施しており、うまく連携がされていない

（インキュベーション施設）
・ISICO、大学、市町でインキュベーション施設を
運営しているが、それぞれの起業支援とひも付き、
うまく連携がされていない。
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石川県の弱み



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

■イノベーションの創出類型

34

研究開発を取り巻く主な環境変化

社会環境の変化、技術革新等に伴い、イノベーションの創出は、発明からデジタル活用による効率的・
スピーディーに変化し、シーズから普及までの時間が短期化

出典：NEDO「オープンイノベーション白書 第三版」



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

35
出典：NEDO「オープンイノベーション白書 第三版」

■日本の現状を踏まえた成功の機会となる要素



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

■大学ファンドの創設

36（出典）内閣府 大学ファンド資金運用ワーキンググループ「大学ファンドの資金運用の基本的な考え方」



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

■スタートアップ育成5カ年計画（2022.11.24）

1.スタートアップ創出に向けた人材・ネットワークの構築
2.スタートアップのための資金供給の強化と出口戦略の多様化
3.オープンイノベーションの推進

（目標）

・日本のスタートアップの数 2020年 1万社 ⇒ 2027年度 10万社
うちユニコーン企業 2022年7月 6社 ⇒ 2027年度 100社

・スタートアップへの投資額 2021年 8,200億円 ⇒ 2027年度 10兆円規模（10倍超）
・日本がアジア最大のスタートアップハブとして世界有数のスタートアップの集積地になることを目指す

（達成に向けた３つの柱）

37

（背景・目的）

・開業率やユニコーン（時価総額1,000億円以上の未上場企業）の数は、米国や欧州に比べ、低い水準で水位
（開業率：米国9.2％、英国11.9％、日本5.1％）

・他方で、旧来技術を用いる大企業でも、スタートアップをM&A、コラボレーションして新技術を導入するなど
オープンイノベーションを行った場合、持続的に成長可能

・本年をスタートアップ創出元年とし、戦後の創業期に次ぐ、第二の創業ブームを実現するため、
スタートアップの起業加速と、既存大企業によるオープンイノベーションの推進を通じて、
日本にスタートアップを生み育てるエコシステム（生態系）を創出

スタートアップを取り巻く主な環境変化



（④研究開発・スタートアップ）関連データ

（出典）内閣府 文部科学省 経済産業省「Beyond Limits . Unlock Our Potential.～世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点戦略～
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①デジタル

②グリーン

③人材

④研究開発・スタートアップ

⑤販路（国内販路・国際展開）

⑥事業基盤（承継等）

⑦企業誘致

石川県の強み・弱みと今後１０年の主な

環境変化を踏まえた取組例（ブレスト）



⑤販路（国内販路・国際展開）
●国内では、人口減少による市場縮小、コロナ禍による消費行動の変化、国外では、新興国台頭による市場

拡大はある一方で、国家間の政策対立、資源価格高騰、感染症リスクなどの不確実性の高まりが顕在化
●県としては、2024年春・北陸新幹線県内全線開業の効果を最大化に向け、地域資源を活用した特色ある

県産品の魅力・価値の発信や多様な販売手法の活用による、県内企業の販路開拓・拡大の後押しを検討

＜今後１０年の主な環境変化＞＜石川県の状況＞

機会

脅威

強み

弱み
・中小・小規模事業者は
販路開拓を担う人材が不足、
国際展開やＥＣ、知財など、
専門知識や経験を有する
専門人材が確保困難

・知的財産権の活用が少ない

・農林水産物、質の高い文化、
交流基盤、自然、観光資源等
豊富な地域資源を持つ

・独自の技術・製品を持ち、顧客
ニーズに対応するニッチトップ
企業を数多く輩出

・陸海空の交流インフラの充実

未来予測：
・デジタルデータ活用によって、
個々の価値観にカスタマイズ
されたマーケティングが広がる

・顧客ニーズが多様化する中で、
地域資源、伝統技術などの
希少性は強み、個性となる

現在の動向：
・R6春北陸新幹線県内全線開業
による石川県への注目の高まり

・コロナ禍の消費減退からの
需要回復・拡大

・新興国など新たな需要層

・アフターコロナに伴うインバウンドの

入込増・需要拡大

未来予測：
・温暖化進行等による
自然災害の激甚化・頻発化、
未知の感染症流行など経営
環境の厳しさが増す

現在の動向：
・グローバル化による不確実性の
高まり、半導体不足による生産
停滞、物価高騰など物流コスト増

・知的財産権の重要性の高まり

・新興国の台頭による競争激化、
国際基準の多様化・複雑化

１０年後に期待する姿何も手を講じない場合
・国内外で県産品の価値が認識され、石川ブランドとしての市場が
確立、ECなど様々な販売手法により、県産品の輸出額が拡大

・港湾がさらに活用され、貨物・クルーズ・賑わい拠点として発展

・競争の中で埋没し、より付加価値の高い商品・サービスの県外
移入していくことに加え、国際基準・規制の強化や、物価・為替
変動、紛争・感染症など不確実性により規模縮小・市場撤退

強み×機会
・県産品の魅力・価値の発信
・産業観光(工場見学)の充実
・ニッチトップの創出・拡大
・クルーズ船誘致や分区制度の
活用による賑わい創出

弱み×機会
・ＥＣなど多様な販売手法の活用

強み×脅威
・ポートセールス、輸送網の拡大
・企業・産地共同での
販路開拓・調達

弱み×脅威
・知財の効果的な活用
・国際展開サポートの充実
（海外共同営業、現地FS等）

42

＜取組例（ブレスト）＞



（⑤販路）関連データ

石川県の強み

■豊富な地域産業資源（再掲） ■ニッチトップ企業の集積

海外シェアトップを
目指す企業

国内シェアトップを
目指す企業

国内シェアトップグループを
目指す企業

グローバルニッチトップ
９社（全国５位）

（経産省認定Ｈ26・R2）

県内ニッチトップ企業
73社(H26)
⇒93社(R3)

・独自の技術・製品を持ち、国内外でシェアトップの企業

金沢港（貨物・クルーズ・賑わいの拠点） 七尾港（能登の物流拠点）

大田地区矢田新地区

国際物流拠点化に
向けて整備中

旅客船岸壁
完成(H27)

天然の良港

（貨 物） Ｈ19 コマツ立地以降 急増

コンテナ H18:３万本→R1:７万１千本 2.4倍
航路数 H18:４本 →R1:１０本 2.5倍

寄港数 H26:16本→R1:50本
（レールアンドクルーズ定着）

（クルーズ）Ｈ27 新幹線開業以降 急増

クルーズターミナル、分区制度の導入(R3.4)など

機能強化整備（Ｒ2完了）

コマツ金沢工場（大浜ふ頭）

金沢港クルーズターミナル（無量寺ふ頭）

■世界から評価される和の食文化
・伝統工芸の器

輪島塗、九谷焼 など

・風土に育まれた食材
米、ブランド食材「百万石の極み」、
加賀野菜、能登野菜、白山伏流水 など

・伝統技術による加工食品、調味料
蒲鉾、魚漬、加賀麩、堅豆腐、佃煮
米飴、珠洲塩、大野醤油、いしる、加賀みそ
加賀棒茶、地酒、和菓子 など

・生け花、調度品（伝統工芸）で設えた和室

■２つの重要港湾
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（⑤販路）関連データ

石川県の弱み

■国際展開

44

■県内の知的財産権の活用は全国に比べて低く
専門家である弁理士も都市部に偏在（再掲）

■販路開拓に対する意識は高い

企業アンケート結果
（今後５年程度を展望して重点的に取り組みたいこと）
・国内販路 37.2％ 上から ２番目（主に食品、IT、卸小売）
・国際展開 12.9％ 上から11番目（主に繊維、食品）
※１番目は人材の育成・確保（全業種共通）

企業アンケート結果
（国際展開の状況）
・展開している 14.9％
・展開を検討 16.3％
・展開していない 68.9％

動機・目的（上位3位）
・海外市場への販路拡大 91.5％
・国内市場の需要減少 39.8％
・取引先企業との関係 19.7％

問題・課題（上位3位）
・販路開拓 60.9％
・コミュニケーション力の不足 34.1％
・商習慣等地域特性の理解28.0％

繊維・機械・ＩＴ
・現地法制度・規制等対応が2位
食品
・物流ネットワークの構築が２位

第１回産業指針検討委員会での主な意見
・繊維はサステナビリティが必須、国際認証がないとサプライチェーンから外される可能性
・食品の輸出には、衛生管理に関する認証が必須
・食・伝統工芸など、総合的に食文化の発信していくことが重要
・伝統産業を振興していくためには、仕事を作り出すことが重要
・石川県の強みは文化の魅力、今ある資源の活用によって、文化の裾野の広がりを生み、観光誘客につながっていく



（⑤販路）関連データ

■観光関連産業の状況

コロナ禍の水際対策緩和後のインバウンド需要拡大へ

・石川県の外国人宿泊者数の推移

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

21,611 25,018 24,588 24,753 24,915 24,899 13,252 12,307

- 115.8 98.3 100.7 100.7 99.9 53.2 92.9

6,903 9,259 9,011 8,877 8,919 8,793 4,667 4,300

首都圏 2,419 4,542 4,269 4,135 4,182 4,134 2,164 1,967

関西・中京圏 4,484 4,717 4,742 4,742 4,737 4,659 2,503 2,333

2,642 3,223 3,115 3,120 3,228 3,184 1,741 1,560

- 122.0 96.6 100.2 103.5 98.6 54.7 89.6

 ３大都市圏（千人）

観光消費額
（対前年比）   　　　（億円）

区　分

観光入込客数
（対前年比） 　 　　（千人）

H27.3北陸新幹線金沢開業

観光入込客 約2,500万人
観光消費額 約3,200億円を維持

コロナ禍により
ともに半減

・石川県の観光入込客数と観光消費額

2024年春の新幹線県内全線開業による観光入込・消費の拡大へ

■消費動向

287,373 282,188 283,027 287,315
293,379

277,926 279,024

310,010 306,605

335,446 339,175

355,065

299,375 307,083

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

円

コロナ禍以降減少

H27 H28           H29          H30          R1            R2            R3

金沢市

全国

ウィズコロナ・アフターコロナの需要拡大へ
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■消費者物価指数（直近）

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
2021年 2022年

全国的に原材料高、円安、人件費増等により上昇傾向

出典：石川県「金沢市消費者物価指数（R4.11）」出典：石川県「金沢市の家計調査結果」

販路を取り巻く主な環境変化



（⑤販路）関連データ
■消費スタイル・価値観・事業者との消費者とのコミュニケーション手段の変化

46
出典：経済産業省「第5回消費経済審議会資料2」



（⑤販路）関連データ

47
出典：経済産業省「第5回消費経済審議会資料2」



（⑤販路）関連データ

■世界的なトレンド

48出典：経済産業省通商政策局「通商白書2022」




